
Ⅰ 基本情報
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Ⅱ 事業

20

所在地

45障害者支援施設

障害福祉サービス事業

35

平成4年4月1日

752 0904 下関市大字員光字流河原1544番地 2480835115248083電話番号 FAX番号

70
50
20

各分野の
事業が同
一施設（敷
地）で実施

全ての事
業が同一
施設（敷
地）で実施

実施形態

定員

特別養護老人ホーム
特別養護老人ホーム
特別養護老人ホーム
老人デイサービス事業
老人デイサービス事業
老人デイサービス事業 平成13年4月1日 28

下関市大字員光字員光字流河原1544

下関市大字員光字員光字流河原1544

下関市大字員光字員光字流河原1544

下関市大字員光字員光字流河原1544

下関市大字員光字員光字流河原1544

事業開始
年月日

公表
公表
公表
公表

公表

公表
公表 下関市大字員光字員光字流河原1544 平成9年7月1日

平成12年9月1日

種類

下関市清末西町１丁目６番１０号

下関市大字員光字員光字流河原1544

平成12年4月1日

平成8年4月1日

平成16年4月1日

平成8年4月1日

平成8年7月1日

平成12年2月1日

年４月１日現在平成 28

下関市大字員光字流河原1544

特別養護老人ホーム員光園
特別養護老人ホーム員光園（ユニット型）

5118

住所

児
童
福
祉

第
一
種

第
二
種

障
害
者
福
祉

第
二
種

第
一
種

第
一
種

そ
の
他

第
一
種
第
二
種

老
人
福
祉
第
二
種

ホーム
ページアド
レス

法人名

設立認可
年月日

設立登記
年月日

所轄庁

社会福
祉事業

市

就任年月日

主たる事
務所の所
在地

社会福法人やまばと会員光園

代表者

老人居宅介護等事業
老人居宅介護等事業

員光園居宅介護支援事業所

ホームヘルパーステーション員光

下関市大字員光字員光字流河原1544

非公表 非公表

施設名・事業所名

特別養護老人ホーム短期入所併設ユニット型

デイサービスセンター員光（Ａ型）

デイサービスセンター員光（Ｅ型）

デイサービスセンター員光陣屋の森

公表/非
公表

公表

障害者通所員光園（通所20名）

公表
公表

ｈｔｔｐ：//ｃａｒｅ-ｎｅｔ.ｂｉｚ/35/ｙａｍａｂａｔｏｋａｉ/ｉｎｄｅｘ/ｐｈｐ ｋａｊｉｍｉｔｕｅｎ.＠ｒａｐｉｄ．oｃｎ.ｎｅ.ｊｐ 平成3年7月6日 平成3年7月12日

氏名

伊木　瑞生

公表/非公表

年齢
公表/非公表

職業

理事長 平成19年6月8日

障害者支援施設員光園（入所40名・ショート5名）

メールアド
レス

社会福祉法人現況報告書



（ ）

１　法人の所有する不動産を活用して行う貸ビル
２　駐車場の経営
３　公共的、公共的施設内の売店の経営

（ ）

１　介護保険、障害福祉サービス等における低所得者の利用者負担減免
２　地域の単身高齢者等を対象とした見守り・配食サービス等の実施
３　地域の単身高齢者等を対象とした各種相談事業の実施
４　災害時における各種支援活動の実施
５　貧困・生活困窮者等を対象とした住宅の斡旋、食事提供等の生活支援の実施
６　他法人との連携による人材育成事業

（ ）

　　地域支援事業を市町村から受託する事業

種類（番号を記載）

４　日常生活を営むのに支障がある状態の軽減又は悪化の防止に関する事業
５　入所施設からの退院・退所を支援する事業

１　必要な者に対し、相談、情報提供・助言、行政や福祉・保健・医療サービス事業者等との連絡調整を行う等の事業

９　社会福祉の増進に資する人材の育成・確保に関する事業（社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士・保育士・コミュニケーション支援者等の養成事業等）

１２　介護保険法の居宅サービス事業、地域密着型サービス事業、介護予防サービス事業、地域密着型介護予防サービス事業、居宅介護支援事業、介護予防支援事業、介護老人保健施設、

６　子育て支援に関する事業
７　福祉用具その他の用具又は機器及び住環境に関する情報の収集・整理・提供に関する事業
８　ボランティアの育成に関する事業

１０　社会福祉に関する調査研究等
１１　事業規模要件を満たさないために社会福祉事業に含まれない事業

７　その他

１６　その他

収益事
業

その他
の事業

公益事
業

施設名・事業所名 所在地

１４　社会福祉協議会等において、社会福祉協議会活動等に参加する者の福利厚生を図ることを目的として、宿泊所、保養所、食堂等を経営する事業
１５　公益的事業を行う団体に事務所等として無償又は実費に近い対価で使用させるために会館等を経営する事業

１３　有料老人ホーム

種類（番号を記載） 施設名・事業所名 所在地 事業開始年月日 事業規模（定員）

該当なし

３　入浴等の支援が必要な者、独力では住居の確保が困難な者等に対し、住居を提供又は確保する事業

事業開始年月日

２　必要な者に対し、入浴、排せつ、食事、外出時の移動、コミュニケーション、スポーツ・文化的活動、就労、住環境の調整等を支援する事業

事業規模（定員）

３０室

４　その他

種類（番号を記載）

13

施設名・事業所名

生活支援付高齢者住宅・仁

所在地

下関市小月茶屋１丁目3-10

事業開始年月日

平成25年8月1日

事業規模（定員）

該当なし



Ⅲ 組織

～

～

～

～

～

～

～

～

～

元山口銀行

税理士

26.6.1

○

○ ○

○

公認会
計士、
税理士

弁護士

会社等
の監査
役、経
理責任
者等

その他

社会福
祉事業
の学識
経験者

地域の
福祉関
係者

その他

施設整
備又は
運営と
密接に
関連す
る業務
を行う者

監事報酬

支給あり 支給なし

理事会
への出
席回数

○ ○

○ 1

○

0

0

○

○

○ ○

1

1

1

1

資格

財務諸表等を監査し得る者

○ ○

○

1

1

○

26.6.1

28.5.31

28.5.31

監事

現員
2 2

氏名 職業 任期

福田　一男

田村　一夫

定員

伊木　瑞生

理事

資格

7 7
定員 現員

26.6.1理事長

理事

理事
会へ
の出
席回
数

役職 氏名 職業 任期

理事

親族

他の社
会福祉
法人の
役員

その他

社会福
祉事業
の学識
経験者

地域の
福祉関
係者

施設長

当法人職員

26.6.1

26.6.1

26.6.1

26.6.1

26.6.1

28.5.31

理事

その他

施設整
備又は
運営と
密接に
関連す
る業務
を行う者

理事報酬
（職員と兼務の場合は支給方法）

理事報
酬・職員
給与とも
に支給

理事報
酬のみ
支給

職員給
与のみ
支給

支給な
し

28.5.31

28.5.31

佐藤　紀久美

福本　充男

三井　裕文

村田　忠晴

理事長

当法人職員

当法人職員

三井歯科院長

元宇部興産㈱

28.5.31

28.5.31理事

親族等特殊関係者の有無

○ ○

理事 藤村　薫 保護司 26.6.1 28.5.31 ○

理事 28.5.31落水　義和



～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

落水　義和

安岡　邦彦

福本　充男

当法人職員
元山口合同ガス㈱

当法人職員

○

○

○ ○

監査年月日

平成27年5月2日

監査報告の有無監査者

田村　一夫

福田　一男

有

開催年月日

平成27年5月16日

開催年月日

平成27年5月16日

決議事項

・第１号議案　平成２６年度決算の件、第２号議案　資金収支予算書の件、　第３号議案　定款の一部変更の件、第４号議案　その他の件

1

1

1○

○

指摘事項なし 改善事項なし

指摘事項 改善事項

決議事項

・第１号議案　平成２６年度決算の件、第２号議案　資金収支予算書の件、　第３号議案　定款の一部変更の件、第４号議案　そ
の他の件

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

他の社
会福祉
法人の
役員

その他

理事の
親族

資格

社会福
祉事業
の学識
経験者

地域の
福祉関
係者

地域の
代表者

施設長
利用者
の家族
の代表

その他

施設整
備又は
運営と
密接に
関連す
る業務
を行う者

理事と
の兼務

職員と
の兼務

施設長

理事会

評議員

職員

法人本部

施設

氏名 職業 任期

親族等特殊関係者の有無

親族

中村町自治会長

非常勤

26.6.1

26.6.1

26.6.1

26.6.1

26.6.1

26.6.1

26.6.1

26.6.1

26.6.1

26.6.1

26.6.1

26.6.1

28.5.31

28.5.31

28.5.31

28.5.31

28.5.31

28.5.31

28.5.31

28.5.31

26.6.1 28.5.31

26.6.1 28.5.31

26.6.1 28.5.31

28.5.31

28.5.31

28.5.31

28.5.31

評議
員会
への
出席
回数

施設名 氏名

評議員
会

有

有

監事監
査

12

常勤専従

井上　徹真

河野　孝正

1

0

0

0

0

1

0

法令等に定める資格の有無

出席者数 書面出席者数 監事出席の有無

換算数

員光保護者会副会長（入所）

員光保護者会副会長（通所）

おかげさん理事長

元㈱ぬしとら社長

常勤兼務

1

伊木　瑞生

宮内　光雄

15 15

西村　勝幸

特別養護老人ホーム

障害者支援施設

定員 現員

1

1

0

1

9 無

7 0 無

無

出席者数 監事出席の有無

3 1.5

46 26.0

民生委員

元福山税務署

換算数

平成27年6月1日

当法人職員

就任年月日

平成4年4月1日

146

村田　正子

金田　愃

藤村　和子

小島　昭子

原田　慶治

横野　國治

竹下　善造

村上　捷師

宮内　光雄

元教員　元当法人職員

専念寺住職
山口合同ガス㈱社長

オンブズマン



Ⅳ 資産管理

下関市大字員光字流河原１５４１番・１５４４番地1（強度） １階237.60㎡

１階２９．１５㎡・２階288.00㎡ 37,826 平成16年10月8日 31，500 民間金融機関

下関市大字員光字九万田１５３５番1

下関市大字員光字流河原１５４４番1・１５４１番地（特養）

2,520

7，500

132,000

（独）福祉医療機構

（独）福祉医療機構

（独）福祉医療機構

無

無

無

有平成36年9月30日

741.00㎡ 1，227下関市大字員光字流河原１５４０番

下関市大字員光字九万田１５３５番1（厨房）

下関市大字員光字流河原１５４４番1（入所）

下関市大字員光字流河原１５４１番（ディサービスＥ型）

下関市大字員光字流河原１５４１番（障害者通所）

下関市大字員光字流河原１５４０番（新型）

所在地 面積 評価額（千円）

担保提供の状況

提供年月日 借入額（千円） 借入先 償還期限
所轄庁の
承認の有

無

下関市大字員光字流河原１５４４番1

下関市大字員光字流河原１５４１

下関市大字員光字法師石の上８５７番1 1，243.00㎡ 2，058

下関市大字員光字辻堂８３９番6 114.98㎡ 148

平成 年3月31日現在28

鉄筋７階建2，158.65㎡ 280,407 平成25年3月29日 176,000 民間金融機関 平成50年3月25日

815㎡ 34，800

381.55㎡ 28,564 平成12年11月22日 15，000 民間金融機関 平成32年１１月25日

平成42年6月20日

１階177.84㎡ 25,275

１階957.59㎡

１階229.75㎡
２階２２４．５０㎡・３階224.50㎡

１階～４階3，206.54㎡

69,048

36,735

55,892

407,676

平成12年1月21日

平成13年1月11日

平成16年2月12日

37,545

平成31年１月１0日

平成33年１月10日

平成36年2月10日

下関市清末西町１丁目6-10

下関市小月茶屋１丁目3-10

下関市小月茶屋１丁目3-10

6，110.29㎡ 38，812

3，745.74㎡ 7，136

5，279.00㎡ 8，741

下関市大字員光字法師石の上８５７番１（短期）

下関市大字員光字流河原１５４１番（食堂）

無

有

１階1，133.50㎡２階1，605.39㎡ 295,247 平成７年11月16日 0 （独）福祉医療機構 平成２７年１１月１５日

１階～４階1，001.56㎡ 157,568 平成22年12月28日 150，000 民間金融機関

建
物

公
益
事
業
用
財
産

土
地

建
物

収
益
事
業
用
財
産

土
地

建
物

建
物

運
用
財
産

土
地

不動産
の所有
状況

基
本
財
産

土
地



Ⅴ その他

社会福祉法人
旧会計基準

経理規程準則

指定介護老人
福祉施設等会
計処理等取扱
指導指針

訪問看護会
計・経理準則

介護老人保健
施設会計・経
理準則

授産会計基準 就労会計基準 病院会計準則 企業会計基準 その他

費用（千円）

資金収支計算書
公表方法（予定） 公表時期（予定）

7～9月

平成

費用（千円）

社会福祉法人
新会計基準

○

年3月31日現在28平成

該当なし

受審施設・事業所名
年度

費用（千円）

費用（千円） 費用（千円） 費用（千円） 費用（千円） 費用（千円）

平成 年度 平成 年度

事業活動計算書(事業活動収支計算書)

公表方法（予定） 公表時期（予定）
法人HP 法人HP 法人HP 7～9月 法人HP 法人HP 7～9月

準拠し
ている
会計基
準

第三者
評価

公認会計士

情
報
公
開

指摘事項

新聞

外
部
監
査

インターネット

監査法人

税理士

その他

インターネット

広報誌

広報誌

新聞

事業報告書 役員報酬規程 第三者評価結果 苦情処理結果
公表していない 公表していない 公表していない 公表していない 法人HP 公表していない 公表していない 公表していない

年4月1日現在28平成

年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

公表方法（予定） 公表時期（予定）

役員名簿 評議員名簿 財産目録 事業計画書

資金収支計算書
事業活動計算書
(事業活動収支計算

書)

前年度の財務諸表
貸借対照表

平成

法人HP

貸借対照表

定款
公表していない

前々年度の財務諸表



１．法人単位の資金収支の状況 ２．法人単位の事業活動の状況 ３．法人単位の資産等の状況

（１）サービス活動増減差額 （１）資産の部
①事業活動収入 ①サービス活動収益 ①流動資産
・介護報酬等の公費（※） ②サービス活動費用 ②固定資産
・利用者負担金（※） （２）負債の部
・その他収入 ①流動負債

②事業活動支出 ②固定負債
・人件費支出 （２）サービス活動外増減差額 （３）純資産の部
・事業費支出 ①サービス活動外収益 減価償却累計額
・利用者負担軽減額 ②サービス活動外費用
・その他支出 （３）特別増減差額

①特別収益
①施設整備等収入 ②特別費用
・施設整備補助金等の公費 当期活動増減差額
・その他収入 前期繰越活動増減差額

②施設整備等支出 当期末繰越活動増減差額
基本金取崩額

①その他の活動収入 その他の積立金取崩額
②その他の活動支出 その他の積立金積立額

当期末資金収支差額 次期繰越活動増減差額
前期末支払資金残高
当期末支払資金残高

４．積立金の状況

0

0

488,129

1,765

7,753

7,718

7,718

0

▲16,376

504,505

488,129

0
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減価償却費

その他サービス活動費用

施設整備の場合

整備対象施設名

新築 2016年4月 障害者入所施設（改築含む）

▲121,828

570,966

貸借対照表上の
積立金の勘定科

目
積立目的

本年度末時
点の積立金
額（千円）

積立目標額
（千円）

整備事由 整備時期

国庫補助金等特別積立金

その他の積立金

国庫　建設補助金

建物立替のため

401,806

550,000

積立計
画の有
無

金額（千円）

71,886

949,411

929,312

18,891

1,208

877,526

604,681

項目 金額（千円）

2,616,716

578,556

2,038,160

841,970

173,218

668,752

1,774,746

▲18,107

947,646

965,753

89,175

▲18,705

895,283

▲5988

7,718

国庫補助金等特別積立金取崩額

（２）施設整備等資金収支差額

項目項目
（１）事業活動資金収支差額

（※）端数処理の関係で合計が一致しないこともあり得る。

（３）その他の活動資金収支差額

（※）端数処理の関係で合計が一致しないこともあり得る。

33,353

449,138

（※）医療事業収入分を除く。（社会福祉法人新会計基
準の勘定科目上、算出できないため。）

金額（千円）

（※）端数処理の関係で合計が一致しないこともあり得る。

1,174,490207,459

0

65,386

▲261,974

7,718

0

269,692

68,260

101,613



５．関連当事者との取引の内容

６．地域の福祉ニーズへの対応状況

７　その他 （ ）

○ 平成8年4月1日

（注）「本年度支出額」については、当該事業に対する費用として、明確に算定出来る場合に限り記載しており、明確に算定出来ない場合は「－」を記載し
ている。

実施の有無 事業開始年度 本年度支出額（千円）

１　介護保険、障害福祉サービス等における低所得者の利用者負担減免

２　地域の単身高齢者等を対象とした見守り・配食サービス等の実施

３　地域の単身高齢者等を対象とした各種相談事業の実施

４　災害時における各種支援活動の実施

５　貧困・生活困窮者等を対象とした住宅の斡旋、食事提供等の生活支援の実施

６　他法人との連携による人材育成事業

○ 平成8年4月1日

○ 平成8年4月1日

○ 平成8年4月1日

○ 平成8年4月1日

事業上の関
係

取引の内容
取引金
額（千
円）

科目
期末残
高（千
円）

該当なし

種類 法人等の名称 住所
資産総
額（千
円）

事業の内容
又は職業

議決権の
所有割合

関係内容

役員等の兼務
等

事業概要



児童福祉 老人福祉 その他
第一種 乳児院 第一種 養護老人ホーム 第一種 救護施設

母子生活支援施設 特別養護老人ホーム 更生施設
児童養護施設 軽費老人ホーム 生計困難者を無料又は低額な料金で入所させて生活の扶助を行うことを目的とする施設
障害児入所施設 第二種 老人居宅介護等事業 生計困難者に対して助葬を行う事業
情緒障害児短期治療施設 老人デイサービス事業 婦人保護施設
児童自立支援施設 老人短期入所事業 授産施設

第二種 障害児通所支援事業 小規模多機能型居宅介護事業 生計困難者に対して無利子又は低利で資金を融通する事業
障害児相談支援事業 認知症対応型老人共同生活援助事業 共同募金を行う事業
児童自立生活援助事業 複合型サービス福祉事業 第二種 生計困難者に対して、その住居で衣食その他の日常の生活必需品若しくはこれに要する金銭を与え、又は生活に関する相談に応ずる事業

放課後児童健全育成事業 老人デイサービスセンター 生計困難者のために、無料又は低額な料金で、簡易住宅を貸し付け、又は宿泊所その他の施設を利用させる事業

子育て短期支援事業 老人短期入所施設 生計困難者のために、無料又は低額な料金で診療を行う事業
乳児家庭全戸訪問事業 老人福祉センター 生計困難者に対して、無料又は低額な費用で介護老人保健施設を利用させる事業
養育支援訪問事業 老人介護支援センター 隣保事業
地域子育て支援拠点事業 福祉サービス利用援助事業
一時預かり事業 障害者福祉 他の社会福祉事業に関する連絡又は助成を行う事業
小規模住居型児童養育事業 第一種 障害者支援施設 市町村社協 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施
助産施設 第二種 障害福祉サービス事業 社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助
保育所 一般相談支援事業 社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成
児童厚生施設 特定相談支援事業 社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な事業
児童家庭支援センター 移動支援事業 都道府県社協 社会福祉法第109条第1項各号の事業であって各市町村を通ずる広域的な見地から行うことが適切なもの
児童の福祉の増進について相談に応ずる事業 地域活動支援センター 社会福祉を目的とする事業に従事する者の養成及び研修
母子家庭等日常生活支援事業 福祉ホーム 社会福祉を目的とする事業の経営に関する指導及び助言
寡婦日常生活支援事業 身体障害者生活訓練等事業 市町村社会福祉協議会の相互の連絡及び事業の調整
母子福祉施設 手話通訳事業 福利サービス利用援助事業を行う市町村社会福祉協議会その他の者と協力して都道府県の区域内においてあまねく福祉サービス利用援助事業が実施するために必要な事業

介助犬訓練事業 社会福祉を目的とする事業を経営する者がその行った福祉サービスの提供に要した費用に関して請求の事務の代行等

聴導犬訓練事業 全社協 都道府県社会福祉協議会の相互の連絡及び事業の調整
身体障害者福祉センター
補装具製作施設
盲導犬訓練施設
視聴覚障害者情報提供施設
身体障害者の更生相談に応ずる事業
知的障害者の更生相談に応ずる事業
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